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感染拡大防止に向けた取組み徹底のお願い 

 

新型コロナウイルスの急激な感染拡大を受け、昨日、まん延防止等重点措置

の適用地域が拡大されました(別紙１)。全国の新規感染者数は、今週先週比が 

2.09 と急速な増加が続き、これまでに経験したことのない感染拡大が継続し

ている状況です。 

こうしたなか、本日、改めて、西村担当大臣より、①分散休暇の取得やテレ

ワークなど接触機会を減らす取組みの徹底(別紙２)、②場面の切り替わり時(休

憩時間等)などに留意した、職場における感染対策と帰省・出張などをできるだ

け控えることの呼びかけ(別紙３)、③抗原簡易キットによる検査の活用(別紙

４)について、周知徹底の依頼がございました。 

会員各位におかれましては、これら各種の取り組みを推進いただきますよう、

何卒よろしくお願い申し上げます。 

 

記 

 

【別紙１】まん延防止等重点措置の拡大等について 

(別紙 1-1)新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針（８月５日変更） 

https://corona.go.jp/expert-meeting/pdf/kihon_h_20210805.pdf 

 

【別紙２】分散休暇の取得やテレワークなど密を避ける取組みの徹底について 

（別紙 2-1）基本的対処方針の抜粋（添付） 

  以下、各省から公表・登録・回答等に協力が求められております 

（別紙 2-2）経済産業省大臣官房総務課危機管理・災害対策担当 

「出勤者数の削減に関する実施状況の公表・登録」 

https://www.meti.go.jp/covid-19/attendance.html 

 ※8 月 3 日時点で登録数は 1006 社 

（別紙 2-3）内閣官房新型コロナウイルス感染症対策推進室 

       （問合先:同室 03-6257-1309） 

https://corona.go.jp/expert-meeting/pdf/kihon_h_20210805.pdf
https://www.meti.go.jp/covid-19/attendance.html


     「東京オリンピック・パラリンピック競技大会開催期間中における

テレワーク及び休暇の分散取得による出勤者数削減に関する調

査」（経団連会員企業対象） 

https://www13.webcas.net/form/pub/cas/form 

※8 月 5 日時点で回答数は 364 社 

（別紙 2-4）総務省情報流通行政局 情報流通振興課 

     「テレワークデイズ 2021」 

https://teleworkdays.go.jp/ 

※8 月 5 日時点で登録数 1,207 企業・団体 

 

【別紙３】職場における感染対策と帰省・出張等についての呼びかけ 

（別紙 3-1）西村大臣資料「感染防止対策の徹底」（添付） 

（別紙 3-2）西村大臣資料「北海道・福岡・沖縄の安心のために」（添付） 

 

【別紙４】抗原簡易キットを活用した検査の活用 

（別紙 4-1）西村大臣資料「職場における抗原簡易キットを活用した検査」 

（添付） 

（別紙 4-2）厚生労働省「職場における積極的な検査等の実施手順（第 2 版）」 

      http://www.keidanren.or.jp/announce/2021/0608_shiryo1.pdf 

（別紙 4-3）「職場における積極的な検査等の実施手順に関する Q&A）」（添付） 

 

（本件連絡先）経団連ソーシャル・コミュニケーション本部 

       resilience@keidanren.or.jp 

                                                                                                                              

以 上 

 

https://www13.webcas.net/form/pub/cas/form
https://teleworkdays.go.jp/
http://www.keidanren.or.jp/announce/2021/0608_shiryo1.pdf
mailto:resilience@keidanren.or.jp

